
自　平成２７年４月 １日

至　平成２８年３月３１日

社会福祉法人　中標津町社会福祉協議会



社社会会福福祉祉法法人人  中中標標津津町町社社会会福福祉祉協協議議会会  

平平 成成 ２２ ７７ 年年 度度 事事 業業 計計 画画 
 

ⅠⅠ  基基本本方方針針                                                                        

 

わが町においては、少子高齢化の進行や町内会加入率の低迷により町内会区域での支えあい活動も苦

慮しており、その生活基盤となる地域社会のなかには、孤立や孤独、虐待、在宅介護負担、経済的な困

窮による生活苦などが山積しています。 

平成２７年は、「生活困窮者自立支援法」の施行並びに「介護保険法」の改正が行われ、それらは共通

して住民が深刻な生活困窮や要介護状態に陥る前に地域の一定の仕組みの中で受け止めていく方向が示

されています。介護保険法の改正においては、特別養護老人ホーム入所要件の見直しや要支援認定者の

地域支援事業への移行が盛り込まれ、生活困窮者自立支援法においては、福祉事務所を設置する自治体

において取り組むこととなりますが、各種機関のより一層の連携と協調が求められてくることとなりま

す。 
もう一方、平成２６年４月より北海道社会福祉協議会より一部業務を受託した福祉サービス利用援助

事業（日常生活自立支援事業）と法人後見への取り組みは、ともに、判断能力に不安を抱える認知症高

齢者や障がいを持つ方々の「人としての権利を護るため」引き続き取り組んでいく必要を感じています

が、これには、財源や人的配置等大きな課題として残ってはいるものの、利用されている方に不安を与

えず、安心して続けて利用いただけるよう取り組んでいきます。 

このような地域背景のなかで、第６期中標津町総合発展計画と歩調をあわせた、第４期地域福祉実践

計画「みんな安心笑顔の地域福祉ホットプランⅡ」も最終年度を迎え、今日までの振り返りと第５期計

画策定に取り掛かる必要があり、引き続き「この住み慣れた町、地域で安心できる生活」の実現にむけ

て、失われつつある隣近所の関係を福祉課題と捉え、その再構築に向けて積極的に取り組む必要があり

ます。 

財務活動においては、新しい社会福祉法人会計基準の制定に伴い、平成２６年度より新会計基準に基

づき会計処理を移行し、透明性を確保した財務活動に引き続き取り組んでまいります。 

本会は、地域福祉を推進する中核的な組織を認識し、住民参加を前提とした地域活動に取り組むべき、

社会福祉協議会の果たすべき役割を再認識し、より一層町内会組織、民生委員児童委員との協調協働に

より、その基盤となる地域社会の再構築、公的サービスと住民視点でのサービスに向けて引き続き事業

を推進して参ります。 

 

ⅡⅡ  重重点点推推進進目目標標                                                                  

１．地域の福祉課題を発見する仕組みづくり 

２．地域の福祉課題を解決する体制づくり 

３．地域の福祉課題に向けて取り組む人づくり 

４．地域の福祉課題を受け止める組織づくり 
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社会福祉事業 法人運営事業 

 

１ 法人運営事業 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 

（１） 理事会の開催 

（２） 評議員会の開催 

（３） 地域福祉部会・福祉事業部会の開催 

（４） 正副会長会議及び正副会長・部会長合同会議の開催 

（５） 監査の実施 

  １）内部監査の実施（四半期毎の実施） 

  ２）北海道運営指導監査の受検 

（６） 役員並びに評議員の一斉改選 

（７） 内部会議の開催 

１）企画会議の開催 

  ２）所属長会議の開催 

  ３）職員会議の開催 

（８） 役職員の質の向上への取り組み 

  １）役員及び評議員に対する計画的な研修の実施及び参加 

    ●中標津町社協役員・評議員研修交流会の開催 

●全道市町村社協会長・事務局長研究協議会への参加 

    ●地域に理解され支持される社協づくり研修会への参加 

    ●安心・安全・福祉のまちづくり推進会議への参加 

    ●法人役員（社協）専門研修への参加 

    ●北海道社会福祉大会への参加 

  ２）職員研修の計画的実施及び参加 

    ●全道市町村社協会長・事務局長研究協議会への参加 

    ●全道社協新任職員研修への参加 

    ●コミュニティソーシャルワーカー養成研修への参加 

    ●経理事務（社協）担当者専門研修への参加 

    ●地域に理解され支持される社協づくり研修会への参加 

    ●安心・安全・福祉のまちづくり推進会議への参加 

（９） 会員会費制の推進 

（１０）共同募金運動の推進協力 

（１１）団体事務局への対応 

 １）中標津町老人クラブ連合会 

  ２）中標津町共同募金委員会 

  ３）中標津町遺族会 
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２ 調査広報事業 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

                                 

（１） 社協だよりの発行 

●社協の情報を地域住民に提供し、理解と参加を求めます。 

（２） ホームページ・ブログ・フェイスブック・FM はな等の広報媒体を活用した情報の提供 

    ●インターネットや FM はなを活用し、必要な情報を適時提供できるよう努めます。 

（３） 第４７回中標津町社会福祉大会～ふれあいまつり２０１５～の開催 

    ●ふれあいまつり２０１５の開催 

     ⇒年１回／平成２７年７月 中標津町総合福祉センター 

（４） 中標津町社会福祉協議会会長顕彰の実施 

    ●社会福祉に功績があった方々に感謝の意を表します。 

     ⇒年１回／平成２７年１１月 中標津町総合文化会館 

 

３ 在宅福祉事業 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 

（１） 見舞い金の交付 

●災害により被害を受けた住民の方へその被害の程度に応じて見舞金を贈ります。 

（２） 福祉用具並びに備品等の貸出事業 

    ●車イスなどの福祉用具については、公的給付利用が困難な方へ短期的にお貸しするほか、福

祉に関する学習や研修に使用する中標津町の個人、企業、学校、各種団体へもお貸しします。 

    ●テント等の備品については、地域住民の福祉向上のために使用する企業、学校、各種団体へ

お貸しします。 

●レスキューキッチンについては、災害時における助け合い活動の啓発に取り組まれる企業、

学校、各種団体へお貸しします。 

 

４ 地域福祉事業 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

  

（１） 地域ネットワーク活動研究集会の開催 

    ●町内会、民生委員児童委員、社協役員及び評議員により地域課題を共有し、今後の活動に向

けて意見交換を行います。 

     ⇒年１回／平成２７年９月 中標津町総合文化会館 

（２） 地域福祉リーダー養成講座～地域助け合い・支えあい活動推進研修～の開催 

    ●地域における福祉活動の担い手を養成し、小地域活動の活発化と住民の意識啓発に努めてい

きます。 

     ⇒年１回／平成２７年８月 中標津町総合文化会館 

（３） 地域福祉セミナーの開催 

    ●地域福祉への関心と意識を高めることを目的として開催します。 

     ⇒年１回／平成２８年２月 中標津経済センター 
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（４） 家族のための在宅介護講座（地域介護力向上研修会）の開催 

    ●地域住民の知識や技術向上の習得を通して、地域の介護力の向上に努めます。 

     ⇒年３回／平成２７年９月・１０月・１１月 中標津町総合福祉センター 

（５） 介護職員キャリアップ研修（地域介護力向上研修会）の開催 

    ●介護従事者を対象に知識や技術向上の習得を通して、介護職員の技術向上を図ることにより

サービスの受け手である町民が安心して生活が送れるよう地域の介護力の向上に努めます。 

     ⇒年１回／平成２７年１０月 中標津町総合福祉センター 

（６） 地域福祉懇談会の開催 

    ●必要に応じて、関係機関と福祉に関する懇談会を実施します。 

（７） 出前講座への取組み 

    ●高齢者疑似体験、車イス体験などを通じて、福祉意識、障がい者理解、高齢者理解への意識

の高揚に努めます。 

 

５ ボランティア事業 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

                                

（１） ボランティアセンター運営委員会の開催 

    ●ボランティアセンターの事業展開などについて関係職位の参画を得ながら、事業を円滑に行

う体制づくりを進めていきます。 

     ⇒年３回／平成２７年６月・１２月・平成２８年２月 

（２） ボランティアセンター登録団体・個人との懇談会の開催 

    ●ボランティアセンターの在り方についてボランティアセンター登録団体、個人の方々と懇談

会を開催します。 

     ⇒年１回／平成２７年１２月 

（３） 職員研修の計画的実施及び参加 

    ●ボランティアコーディネーター資質向上研修会への参加 

（４） ボランティアセンター機能の充実 

  １）ボランティア・市民活動情報の提供と活用 

    ●定期的にボランティア・市民活動の情報を集約し、住民への提供を図ります。 

  ２）ボランティア活動拠点機能の強化 

    ●ボランティア団体の活動促進を図るため、印刷機、コピー機の使用などボランティア団体に

対する利便向上に務めます。 

    ●ボランティア保険の加入対応を行います。 

  ３）ボランティアの需要と供給 

    ●地域や施設などで求められるニーズとボランティア登録者（団体）に繋げるコーディネート

機能の強化に努めていきます。 

（５） 福祉レクリェーション講座の開催 

●楽しみながら行える高齢者向けの福祉レクリェーションについて学び、活動プログラム作り

の企画確保のために開催します。 
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⇒年１回／平成２７年１０月 中標津経済センター 

（６） ボランティアのつどいの開催 

    ●ボランティア活動に取り組む個人・団体が一堂に会し、情報交換と交流ができる場を設ける

とともに、地域住民へ情報の発信を行います。 

     ⇒年１回／平成２７年９月 中標津町総合文化会館 

（７） ちょっと体験ボランティア講座２０１５の開催 

●学生・生徒を対象にボランティア活動体験を通じて、地域には自分達だけではなくいろいろ

な人が暮らしていることを知り、自分が誰かのためにできることを考え、行動する気持ちを

育てることを目的とします。 

     ⇒年２回／平成２７年７月・１１月 中標津町総合福祉センター 

（８） ボランティア愛らんど北海道２０１５in ねむろへの参加 

     ⇒年１回／平成２７年９月 根室市総合文化会館 

（９） 教育・文化・体育等関連機関との連携による事業への取り組み 

  １）学童生徒のボランティア活動普及指定校の指定促進 

    ●北海道社会福祉協議会がすすめる指定校の指定促進をはかり、指定校及び指定終了校とも継

続的に支援していきます。 

  ２）総合学習などへの協力 

    ●各学校が取り組む福祉教育（総合学習）への企画相談援助に取り組んでいきます。 

  ３）各学校と連携した児童・生徒向けボランティア学習の提案 

    ●児童生徒を対象に福祉やボランティア活動の体験を通して、意識の高揚を図っていきます。 

  ４）根室地区ボランティア研修会への協力 

     ⇒年１回／平成２７年８月 中標津町総合文化会館 

（１０）出前講座への対応 

    ●ボランティア活動の原則やボランティア情報の提供などにより活動への意識の高揚に努めま

す。 

 

６ 福祉資金貸付事業 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 

（１） 貸付制度の実施と生活、償還指導の実施 

１）緊急または不時の出費のため困窮する住民に対し、福祉資金を貸付することにより、その経済

的自立と生活意欲の助長促進を図り、生活の安定を図るための支援を行います。 

２）借受世帯援助のため民生委員・児童委員等との連携を深めます。 

 

７ 心配ごと相談事業 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

                                

（１） 福祉総合案内窓口（心配ごと相談事業）の実施 

    ●福祉に関する相談の窓口として、受けた相談を適切な機関につなぐため、各機関との連携を

図り体制づくりを行います。 
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（２） 相談機関の情報収集と連携づくり 

    ●相談機関ネットーワーク連絡会議の開催 

（３） 福祉サービス苦情解決第三者委員の設置 

（４） 民生委員・児童委員及び各種相談機関との連携 

 

８ 助成事業 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

                                   

（１） 一般公募制による社会福祉活動への助成 

  １）外部委員を加えた審査会の実施 

    ●赤い羽根共同募金の配分金と社協財源を活用し、助成制度を明確にしていきます。 

（２） ボランティア活動指定校への助成 

  １）北海道社会福祉協議会指定事業終了校への継続支援（期間限定） 

（３） 町内会単位における助け合い活動（小地域福祉活動推進事業）への助成 

    ●地域助け合い活動の基盤づくりのために、町内会単位を基本に３年間の指定期間を設け、小

地域での助け合い活動を推進します。 

（４） 住民型サロン（ふれあい・いきいきサロン）への支援 

    ●地域において他者との交流の機会が少ない高齢者等を対象に、気軽に出歩くことができる距

離の中で、仲間や住民と集うことができる居場所づくりを進めます。 

 

９ 生活福祉資金貸付事業 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 

（１） 各種貸付制度の実施と生活、償還指導の実施 

  １）生活福祉資金の取扱（受託事業） 

  ２）臨時特例つなぎ資金の取扱（受託事業） 

（２） 職員研修の計画的実施及び参加 

    ●生活福祉資金貸付事業研修会への参加 

（３） 民生委員・児童委員及び各種相談機関との連携 

  

１０ 災害時地域支援事業 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

                           

（１） 災害ボランティアセンター機能の構築 

    ●災害ボランティアセンター設置に向けたマニュアルづくりを進めます。 

    ●非常食の備蓄を進めます。 

（２） 職員研修の計画的実施及び参加 

    ●災害ボランティアセンター研修会への参加 

（３） 災害時から考える地域のネットワークづくり事業の開催 

    ●災害時を想定し、町内会館や各家庭にある器具を活用し食事の準備をすすめながら、地域に

おける連帯意識、助け合いの重要性について理解を深める機会づくりを提供します。 
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     ⇒年４回／平成２７年８月 

（４） 出前講座への取組み 

    ●D.I.G（災害イマジネーションゲーム）を通じて、地域での災害と地域での助け合い意識の高

揚を図ります。 

  

１１ 地域福祉実践計画策定事業 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

                           

（１） 第４期地域福祉実践計画評価委員会の設置 

    ●評価委員会を設置し、第４期地域福祉実践計画の進捗状況、考課について検討していきます。 

     ⇒年４回／平成２７年 ６月～８月 中標津町総合福祉センター 

（２） 第５期地域福祉実践計画策定（平成２８年度～） 

    ●事務局ワークグループの設置 

    ●策定委員会の設置 

  

１２ 福祉サービス利用援助事業（日常生活自立支援事業） ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

                                     

（１） 日常生活自立支援事業の受託 

●北海道社会福祉協議会が実施主体としてすすめる福祉サービス利用援助事業（日常生活自立

支援事業）を受託し実施します。 
●自立生活支援専門員の配置 

（２） 相談支援への取組み 

●日常生活自立支援事業の利用を希望されるご本人、ご親族、その他関係機関等からの相談を

受け、北海道社会福祉協議会と連携を図りながら適切なサービス利用につなげるよう支援いた

します。 
（３） 生活支援員の養成 

（４） 普及啓発事業への取組み 

    ●制度の啓発・普及のため、パンフレット等の資料作成、研修会等を実施します。 
（５） 各種研修会等への積極的参加 

    ●自立生活支援事業推進研修（自立生活支援員養成研修）への参加 

●自立生活支援専門員専門研修への参加 

●北海道成年後見・権利擁護セミナーへの参加 

    ●地域における権利擁護システム構築推進研修への参加 

  

１３ 成年後見事業 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

                              

（１） 法人後見人等の受任への取組み 

●中標津町長申立に伴う後見人候補者として法人後見等の受任をすすめていきます。 
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（２） 相談支援への取組み 

●成年後見制度の手続き、内容、方法等について適切に情報提供できるよう支援いたします。 
（３） 普及啓発事業への取組み 

    ●制度の啓発・普及のため、パンフレット等の資料作成、研修会等を実施します。 
（４） 成年後見事業運営委員会の設置と開催 

    ●法律や医療に関する専門職を交えた運営委員会を設置し、社会福祉法人としての成年後見等

への取組みに関する牽制できる体制を確立していきます。 

（５） 各種研修会等への積極的参加 

    ●北海道成年後見・権利擁護セミナーへの参加 

    ●地域における権利擁護システム構築推進研修への参加 

（６） 社会福祉士有資格者の配置 

（７） 中標津町をはじめとする関係機関との連携強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-8-



社会福祉事業 介護運営事業 

 

１４ 訪問介護事業 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

１５ 居宅介護等事業 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

                                

（１） 各種制度における訪問介護サービスの提供実施 

  １）介護保険法における訪問介護事業及び介護予防訪問介護事業 

  ２）障害者総合支援法（旧障害者自立支援法）における居宅介護、重度訪問介護、同行援護事業 

（２） 質の向上への取り組み 

  １）職員研修の計画的実施 

   ≪外部研修≫ 

    ●介護職員専門研修の受講 

    ●北海道ホームヘルプサービス協議会スキルアップ研修への参加 

    ●北海道ホームヘルプサービス協議会釧路根室地区合同研修会への参加 

    ●全道ホームヘルプサービス研究大会への参加 

    ●事業経営セミナーへの参加 

   ≪内部研修≫ 

    ●介護福祉士グループ研修 

    ●訪問介護員グループ研修 

  ２）ホームヘルパー全体ミーティングの開催（毎月第 3金曜日） 

    ●利用者に関する情報及びサービス提供の留意事項の伝達 

    ●サービス技術指導 

  ３）健康診断の実施 

  ４）サービス提供責任者を軸とした円滑なサービス供給体制の確保 

    ●サービス提供前及び提供後の確認と記録 

    ●緊急時における対応方法の明示 

（３） 自己評価への取り組み 

（４） 効率的な運営体制の検討 

１）個人所有自家用車の借上げ制度の実施 

２）効率的な従事体制の検討と安全管理体制の確立 

 

１６ 訪問入浴事業 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

                               

（１） 各種制度における訪問入浴サービスの提供実施 

  １）介護保険法における訪問入浴事業及び介護予防訪問入浴事業 

  ２）障害者総合支援法（旧障害者自立支援法）における訪問入浴事業（中標津町より受託） 

（２） 週５日サービス提供の実施 

   ●土曜日、日曜日並びに年末年始を除く、週５日のサービス提供につとめていきます。 
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（３） 訪問入浴職員の質の向上への取り組み 

  １）職員研修の計画的実施 

    ●訪問入浴実務者研修への参加 

    ●地域ケアサービス事業者等技術育成講座への参加 

    ●介護技術・制度法令・サービス提供に関する研修を実施 

（４） 責任者を軸とした円滑なサービス供給体制の確保 

（５） 自己評価への取り組み 

（６） 訪問入浴車両増車への対応 

 

１７ 介護支援事業 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

                              

（１） 介護保険法における居宅介護支援事業 

（２） 介護予防居宅介護支援事業の受託 

（３） 取り扱い件数の適正化 

    ●介護支援専門員 1 名担当を３９件以内とする 

（４） 介護支援専門員の質の向上への取り組み 

  １）職員研修の計画的実施 

    ●介護支援専門員研修（更新・新任）への受講 

    ●北海道ケアマネージャー研究交流会への参加 

●ケアマネージャー実践セミナーへの参加 

●中標津地域介護支援専門員連絡協議会研修会への参加 

（５） 自己評価への取り組み 
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社会福祉事業 通所予防受託事業 

 

１８ 通所予防受託事業 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

                  

（１） 地域支援事業による通所型介護予防事業の受託実施 

  １）介護予防を目的とした「運動器の機能向上プログラム」及び「うつ・認知症予防」、「閉じこも

り予防」を集団的・通所形態にて実施します。 

   ●ノー！介護高齢者・半日コース 

   ●おたっしゃ運動教室（一般高齢者対象） 

  ２）各コース利用定員：１５名 

  ３）運営日程 

月～木曜日 １０時～１５時（全日） 

    金曜日   １０時～１１時３０分・１３時３０分～１５時００分（半日） 

  ４）従事職員の配置 

   ●機能訓練指導員の配置 

   ●看護職員の配置 

   ●介護職員の配置 

  ５）安全管理体制 

   ●安全管理マニュアルに基づき体制整備 

（２） 従事職員の質の向上への取り組み 

  １）職員に対する計画的な研修の機会の確保 

   ●介護予防運動セミナーへの参加 

（３） 全体ミーティングの開催 

   ●利用者の状況把握のほか、プログラム立案など毎月定期的に開催し、円滑に運営ができるよう

務めます。 

（４）主治医、地域包括支援センター等関係機関との連携 

   ●毎月定期的に利用者の状況について地域包括支援センターへ情報を提供します。 

   ●必要に応じて主治医と連携を図ります。 
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収益事業 福祉センター受託事業 

 

１９ 福祉センター受託事業 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

              

（１） 指定管理者として経費節減等経営管理への取り組み 

（２） 施設維持管理への計画的な取り組み 

  １）施設の利用に関する業務 

  ２）施設の維持管理及び軽微な修繕 

  ３）警備に関する業務 

  ４）入居機関との連絡調整に関する業務 

  ５）管理に関する経理業務 

  ６）その他必要な管理 

（３） 施設入所機関を含めた自衛消防隊の編成 

（４） 施設管理に関する知識や資格の習得促進 

  １）防火管理者資格の取得促進 

２）自動体外式除細動器（AED）への対応 
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(単位:円)

会費収入 1,978,000 2,004,000 △ 26,000
寄附金収入 3,000,000 3,389,000 △ 389,000
経常経費補助金収入 42,719,000 48,189,000 △ 5,470,000
配分金収入 2,974,000 3,105,000 △ 131,000
受託金収入 39,750,000 39,665,000 85,000
貸付事業収入 60,000 108,000 △ 48,000
事業収入 3,485,000 3,628,000 △ 143,000
介護保険事業収入 22,889,000 24,493,000 △ 1,604,000
障害福祉サービス等事業収入 1,048,000 1,242,000 △ 194,000
受取利息配当金収入 17,000 21,000 △ 4,000
その他の収入 47,000 74,000 △ 27,000

事業活動収入計(1) 118,291,000 125,918,000 △ 7,627,000
人件費支出 78,261,000 81,878,000 △ 3,617,000
事業費支出 34,824,000 35,171,000 △ 347,000
事務費支出 9,898,000 8,316,000 1,582,000
貸付事業支出 60,000 80,000 △ 20,000
助成金支出 1,887,000 1,937,000 △ 50,000
負担金支出 175,000 166,000 9,000
その他の支出 1,000 1,000 0

事業活動支出計(2) 125,106,000 127,549,000 △ 2,443,000
△ 6,815,000 △ 1,631,000 △ 5,184,000

施設整備等収入計(4) 0 0 0
固定資産取得支出 253,000 △ 253,000

施設整備等支出計(5) 0 253,000 △ 253,000
0 △ 253,000 253,000

基金積立資産取崩収入 10,717,000 6,716,000 4,001,000

その他の活動収入計(7) 10,717,000 6,716,000 4,001,000
基金積立資産支出 18,000 18,000 0
積立資産支出 3,000 3,000 0
その他の活動による支出 3,881,000 3,901,000 △ 20,000

その他の活動支出計(8) 3,902,000 3,922,000 △ 20,000
6,815,000 2,794,000 4,021,000

予備費支出(10) 0 0 0
当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 910,000 △ 910,000

前期末支払資金残高(12) 0 0 0
当期末支払資金残高(11)+(12) 0 910,000 △ 910,000

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

資金収支予算書(当初予算)
(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 第3回補正予算額(B) 増減(A)-(B)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

収
入

支
出

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)
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(単位:円)

会費収入 1,978,000 2,004,000 △ 26,000
会費収入 1,978,000 2,004,000 △ 26,000

寄附金収入 3,000,000 3,389,000 △ 389,000
経常経費寄附金収入 3,000,000 3,389,000 △ 389,000

経常経費補助金収入 34,606,000 38,416,000 △ 3,810,000
都道府県補助金収入 158,000 292,000 △ 134,000
市区町村補助金収入 34,448,000 35,274,000 △ 826,000
その他補助金収入 2,850,000 △ 2,850,000

配分金収入 2,974,000 3,105,000 △ 131,000
共同募金配分金収入 2,974,000 3,105,000 △ 131,000

受託金収入 193,000 178,000 15,000
都道府県社協受託金収入 193,000 178,000 15,000

貸付事業収入 60,000 108,000 △ 48,000
償還金収入 60,000 108,000 △ 48,000

事業収入 9,000 10,000 △ 1,000
手数料収入 9,000 10,000 △ 1,000
成年後見事業収入 324,000 0 324,000

成年後見事業収入 324,000 0 324,000
受取利息配当金収入 16,000 20,000 △ 4,000

43,160,000 47,230,000 △ 4,070,000
人件費支出 32,820,000 35,382,000 △ 2,562,000

役員報酬支出 2,400,000 2,400,000 0
職員給料支出 15,875,000 16,110,000 △ 235,000
職員手当支出 9,084,000 9,627,000 △ 543,000
契約職員給与支出 1,018,000 2,373,000 △ 1,355,000
契約職員手当支出 36,000 159,000 △ 123,000
法定福利費支出 4,407,000 4,713,000 △ 306,000

事業費支出 4,659,000 4,960,000 △ 301,000
本人支給金支出 110,000 △ 110,000
消耗器具備品費支出 1,079,000 1,006,000 73,000
保険料支出 34,000 29,000 5,000
賃借料支出 25,000 186,000 △ 161,000
諸謝金支出 436,000 645,000 △ 209,000
旅費交通費支出 830,000 618,000 212,000
修繕費支出 16,000 16,000
通信運搬費支出 153,000 146,000 7,000
会議費支出 40,000 15,000 25,000
広報費支出 1,408,000 1,664,000 △ 256,000
手数料支出 607,000 531,000 76,000
租税公課支出 31,000 10,000 21,000

事務費支出 4,906,000 4,056,000 850,000
福利厚生費支出 197,000 197,000 0
旅費交通費支出 838,000 861,000 △ 23,000
研修研究費支出 954,000 308,000 646,000
事務消耗品費支出 161,000 117,000 44,000
印刷製本費支出 74,000 49,000 25,000
修繕費支出 10,000 27,000 △ 17,000
通信運搬費支出 275,000 241,000 34,000
会議費支出 148,000 72,000 76,000
手数料支出 209,000 208,000 1,000
保険料支出 144,000 141,000 3,000
賃借料支出 787,000 772,000 15,000
租税公課支出 19,000 27,000 △ 8,000
保守料支出 156,000 78,000 78,000
渉外費支出 95,000 82,000 13,000
諸会費支出 473,000 463,000 10,000
図書費支出 10,000 0 10,000
車両費支出 356,000 413,000 △ 57,000

貸付事業支出 60,000 80,000 △ 20,000
貸付金支出 60,000 80,000 △ 20,000

助成金支出 1,887,000 1,937,000 △ 50,000
助成金支出 1,887,000 1,937,000 △ 50,000

負担金支出 78,000 87,000 △ 9,000
負担金支出 78,000 87,000 △ 9,000

その他の支出 1,000 1,000 0
雑支出 1,000 1,000 0

雑支出 1,000 1,000 0
44,411,000 46,503,000 △ 2,092,000

△ 1,251,000 727,000 △ 1,978,000

法人運営事業拠点区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 第3回補正予算額(B) 増減(A)-(B)

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)
事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出
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(単位:円)

0 0 0
固定資産取得支出 253,000 △ 253,000

固定資産取得支出 253,000 △ 253,000

0 253,000 △ 253,000
0 △ 253,000 253,000

基金積立資産取崩収入 10,717,000 6,716,000 4,001,000
特定基金積立資産取崩収入 10,717,000 6,716,000 4,001,000

10,717,000 6,716,000 4,001,000
基金積立資産支出 18,000 18,000 0

特定基金積立資産支出 18,000 18,000 0
積立資産支出 3,000 3,000 0

特定預金積立資産支出 3,000 3,000 0
事業区分間繰入金支出 7,098,000 4,742,000 2,356,000
その他の活動による支出 2,347,000 2,399,000 △ 52,000

退職手当積立基金預け金支出 2,347,000 2,399,000 △ 52,000
9,466,000 7,162,000 2,304,000
1,251,000 △ 446,000 1,697,000

予備費支出(10) 0 0 0
当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 28,000 △ 28,000

前期末支払資金残高(12) 0 0 0
当期末支払資金残高(11)+(12) 0 28,000 △ 28,000

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)
施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

法人運営事業拠点区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 第3回補正予算額(B) 増減(A)-(B)

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)
その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)
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(単位:円)

会費収入 60,000 237,000 378,000 361,000 14,000 698,000 230,000 1,978,000 1,978,000
会費収入 60,000 237,000 378,000 361,000 14,000 698,000 230,000 1,978,000 1,978,000

寄附金収入 2,117,000 616,000 16,000 5,000 246,000 3,000,000 3,000,000
経常経費寄附金収入 2,117,000 616,000 16,000 5,000 246,000 3,000,000 3,000,000

経常経費補助金収入 34,248,000 158,000 200,000 34,606,000 34,606,000
都道府県補助金収入 158,000 158,000 158,000
市区町村補助金収入 34,248,000 200,000 34,448,000 34,448,000

配分金収入 930,000 243,000 499,000 1,217,000 85,000 2,974,000 2,974,000
共同募金配分金収入 930,000 243,000 499,000 1,217,000 85,000 2,974,000 2,974,000

受託金収入 163,000 30,000 193,000 193,000
都道府県社協受託金収入 163,000 30,000 193,000 193,000

貸付事業収入 60,000 60,000 60,000
償還金収入 60,000 60,000 60,000

事業収入 9,000 9,000 9,000
手数料収入 9,000 9,000 9,000
成年後見事業収入 324,000 324,000 324,000

成年後見事業収入 324,000 324,000 324,000
受取利息配当金収入 16,000 16,000 16,000

36,450,000 1,783,000 16,000 779,000 1,060,000 65,000 14,000 1,915,000 163,000 30,000 324,000 315,000 246,000 43,160,000 43,160,000
人件費支出 32,820,000 32,820,000 32,820,000

役員報酬支出 2,400,000 2,400,000 2,400,000
職員給料支出 15,875,000 15,875,000 15,875,000
職員手当支出 9,084,000 9,084,000 9,084,000
契約職員給与支出 1,018,000 1,018,000 1,018,000
契約職員手当支出 36,000 36,000 36,000
法定福利費支出 4,407,000 4,407,000 4,407,000

事業費支出 1,783,000 16,000 779,000 956,000 5,000 14,000 28,000 163,000 30,000 324,000 315,000 246,000 4,659,000 4,659,000
消耗器具備品費支出 382,000 104,000 361,000 2,000 12,000 3,000 47,000 17,000 30,000 91,000 30,000 1,079,000 1,079,000
保険料支出 4,000 26,000 4,000 34,000 34,000
賃借料支出 25,000 25,000 25,000
諸謝金支出 255,000 106,000 75,000 436,000 436,000
旅費交通費支出 116,000 218,000 14,000 106,000 98,000 118,000 160,000 830,000 830,000
修繕費支出 16,000 16,000 16,000
通信運搬費支出 28,000 46,000 36,000 2,000 1,000 7,000 5,000 6,000 5,000 11,000 6,000 153,000 153,000
会議費支出 40,000 40,000 40,000
広報費支出 1,333,000 49,000 26,000 1,408,000 1,408,000
手数料支出 18,000 169,000 179,000 1,000 1,000 4,000 5,000 7,000 157,000 16,000 50,000 607,000 607,000
租税公課支出 22,000 1,000 8,000 31,000 31,000

事務費支出 4,828,000 78,000 4,906,000 4,906,000
福利厚生費支出 197,000 197,000 197,000
旅費交通費支出 838,000 838,000 838,000
研修研究費支出 954,000 954,000 954,000
事務消耗品費支出 161,000 161,000 161,000
印刷製本費支出 74,000 74,000 74,000
修繕費支出 10,000 10,000 10,000
通信運搬費支出 275,000 275,000 275,000
会議費支出 148,000 148,000 148,000
手数料支出 209,000 209,000 209,000
保険料支出 144,000 144,000 144,000
賃借料支出 787,000 787,000 787,000
租税公課支出 19,000 19,000 19,000
保守料支出 78,000 78,000 156,000 156,000
渉外費支出 95,000 95,000 95,000
諸会費支出 473,000 473,000 473,000
図書費支出 10,000 10,000 10,000
車両費支出 356,000 356,000 356,000

貸付事業支出 60,000 60,000 60,000
貸付金支出 60,000 60,000 60,000

助成金支出 1,887,000 1,887,000 1,887,000
助成金支出 1,887,000 1,887,000 1,887,000

助成金支出 1,887,000 1,887,000 1,887,000
負担金支出 52,000 26,000 78,000 78,000

負担金支出 52,000 26,000 78,000 78,000
負担金支出 52,000 26,000 78,000 78,000

その他の支出 1,000 1,000 1,000
雑支出 1,000 1,000 1,000

雑支出 1,000 1,000 1,000
37,701,000 1,783,000 16,000 779,000 1,060,000 65,000 14,000 1,915,000 163,000 30,000 324,000 315,000 246,000 44,411,000 44,411,000

△ 1,251,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 △ 1,251,000 △ 1,251,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

基金積立資産取崩収入 10,717,000 10,717,000 10,717,000
特定基金積立資産取崩収入 10,717,000 10,717,000 10,717,000

10,717,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10,717,000 0 10,717,000
基金積立資産支出 18,000 18,000 18,000

特定基金積立資産支出 18,000 18,000 18,000
積立資産支出 3,000 3,000 3,000

特定預金積立資産支出 3,000 3,000 3,000
事業区分間繰入金支出 7,098,000 7,098,000 7,098,000
その他の活動による支出 2,347,000 2,347,000 2,347,000

退職手当積立基金預け金支出 2,347,000 2,347,000 2,347,000
9,466,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9,466,000 0 9,466,000
1,251,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,251,000 0 1,251,000

予備費支出(10) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

前期末支払資金残高(12) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

法人運営事業拠点区分　資金収支予算書内訳表(当初予算)
(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

勘定科目
法人運営事業 調査広報事業 在宅福祉事業 地域福祉事業 ボランティア事業 福祉資金貸付事業 心配ごと相談事業

事業活動支出計(2)

助成事業 生活福祉資金貸付事
業

福祉サービス利用援
助事業

成年後見事業
合計 内部取引消去 拠点区分合計

サービス区分

事業活動収入計(1)

災害時地域支援事業 実践計画策定事業

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)
施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)
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(単位:円)

会費収入 60,000 36,000 24,000
会費収入 60,000 36,000 24,000

寄附金収入 2,117,000 3,283,000 △ 1,166,000
経常経費寄附金収入 2,117,000 3,283,000 △ 1,166,000

経常経費補助金収入 34,248,000 35,074,000 △ 826,000
市区町村補助金収入 34,248,000 35,074,000 △ 826,000

事業収入 9,000 10,000 △ 1,000
手数料収入 9,000 10,000 △ 1,000

受取利息配当金収入 16,000 20,000 △ 4,000
36,450,000 38,423,000 △ 1,973,000

人件費支出 32,820,000 33,262,000 △ 442,000
役員報酬支出 2,400,000 2,400,000 0
職員給料支出 15,875,000 16,110,000 △ 235,000
職員手当支出 9,084,000 9,627,000 △ 543,000
契約職員給与支出 1,018,000 637,000 381,000
契約職員手当支出 36,000 61,000 △ 25,000
法定福利費支出 4,407,000 4,427,000 △ 20,000

事務費支出 4,828,000 4,035,000 793,000
福利厚生費支出 197,000 185,000 12,000
旅費交通費支出 838,000 861,000 △ 23,000
研修研究費支出 954,000 308,000 646,000
事務消耗品費支出 161,000 117,000 44,000
印刷製本費支出 74,000 49,000 25,000
修繕費支出 10,000 27,000 △ 17,000
通信運搬費支出 275,000 241,000 34,000
会議費支出 148,000 72,000 76,000
手数料支出 209,000 208,000 1,000
保険料支出 144,000 141,000 3,000
賃借料支出 787,000 772,000 15,000
租税公課支出 19,000 18,000 1,000
保守料支出 78,000 78,000 0
渉外費支出 95,000 82,000 13,000
諸会費支出 473,000 463,000 10,000
図書費支出 10,000 0 10,000
車両費支出 356,000 413,000 △ 57,000

負担金支出 52,000 87,000 △ 35,000
負担金支出 52,000 87,000 △ 35,000

負担金支出 52,000 87,000 △ 35,000
その他の支出 1,000 1,000 0

雑支出 1,000 1,000 0
雑支出 1,000 1,000 0

37,701,000 37,385,000 316,000
△ 1,251,000 1,038,000 △ 2,289,000

0 0 0
固定資産取得支出 253,000 △ 253,000

固定資産取得支出 253,000 △ 253,000
0 253,000 △ 253,000
0 △ 253,000 253,000

基金積立資産取崩収入 10,717,000 6,716,000 4,001,000
特定基金積立資産取崩収入 10,717,000 6,716,000 4,001,000

10,717,000 6,716,000 4,001,000
基金積立資産支出 18,000 18,000 0

特定基金積立資産支出 18,000 18,000 0
積立資産支出 3,000 3,000 0

特定預金積立資産支出 3,000 3,000 0
事業区分間繰入金支出 7,098,000 4,742,000 2,356,000
サービス区分間繰入金支出 0 339,000 △ 339,000
その他の活動による支出 2,347,000 2,399,000 △ 52,000

退職手当積立基金預け金支出 2,347,000 2,399,000 △ 52,000
9,466,000 7,501,000 1,965,000
1,251,000 △ 785,000 2,036,000

予備費支出(10) 0 0 0
当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12) 0 0 0
当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

法人運営事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 第3回補正予算額(B) 増減(A)-(B)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)
事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)
施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施

設

整

備

等

に
よ

る

収

支

収
入

支
出

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)
その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)
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(単位:円)

会費収入 237,000 568,000 △ 331,000
会費収入 237,000 568,000 △ 331,000

寄附金収入 616,000 616,000
経常経費寄附金収入 616,000 616,000

配分金収入 930,000 1,053,000 △ 123,000
共同募金配分金収入 930,000 1,053,000 △ 123,000

1,783,000 1,621,000 162,000
事業費支出 1,783,000 1,621,000 162,000

消耗器具備品費支出 382,000 173,000 209,000
通信運搬費支出 28,000 17,000 11,000
広報費支出 1,333,000 1,354,000 △ 21,000
手数料支出 18,000 67,000 △ 49,000
租税公課支出 22,000 10,000 12,000

1,783,000 1,621,000 162,000
0 0 0

0 0 0

0 0 0
0 0 0

0 0 0

0 0 0
0 0 0

予備費支出(10) 0 0 0
当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12) 0 0 0
当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

調査広報事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 第3回補正予算額(B) 増減(A)-(B)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)
事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)
施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)
その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)
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(単位:円)

会費収入 110,000 △ 110,000
会費収入 110,000 △ 110,000

寄附金収入 16,000 106,000 △ 90,000
経常経費寄附金収入 16,000 106,000 △ 90,000

16,000 216,000 △ 200,000
事業費支出 16,000 216,000 △ 200,000

本人支給金支出 110,000 △ 110,000
消耗器具備品費支出 106,000 △ 106,000
修繕費支出 16,000 16,000

16,000 216,000 △ 200,000
0 0 0

0 0 0

0 0 0
0 0 0

0 0 0

0 0 0
0 0 0

予備費支出(10) 0 0 0
当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12) 0 0 0
当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

その他の活動支出計(8)
その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)
事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)
施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

在宅福祉事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 第3回補正予算額(B) 増減(A)-(B)
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(単位:円)

会費収入 378,000 302,000 76,000
会費収入 378,000 302,000 76,000

経常経費補助金収入 158,000 427,000 △ 269,000
都道府県補助金収入 158,000 292,000 △ 134,000
その他補助金収入 135,000 △ 135,000

配分金収入 243,000 150,000 93,000
共同募金配分金収入 243,000 150,000 93,000

779,000 879,000 △ 100,000
事業費支出 779,000 879,000 △ 100,000

消耗器具備品費支出 104,000 126,000 △ 22,000
賃借料支出 83,000 △ 83,000
諸謝金支出 255,000 368,000 △ 113,000
旅費交通費支出 116,000 0 116,000
通信運搬費支出 46,000 59,000 △ 13,000
会議費支出 40,000 15,000 25,000
広報費支出 49,000 65,000 △ 16,000
手数料支出 169,000 163,000 6,000

779,000 879,000 △ 100,000
0 0 0

0 0 0

0 0 0
0 0 0

0 0 0

0 0 0
0 0 0

予備費支出(10) 0 0 0
当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12) 0 0 0
当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

地域福祉事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 第3回補正予算額(B) 増減(A)-(B)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)
事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)
施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)
その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)
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(単位:円)

会費収入 361,000 50,000 311,000
会費収入 361,000 50,000 311,000

経常経費補助金収入 200,000 200,000 0
市区町村補助金収入 200,000 200,000 0

配分金収入 499,000 390,000 109,000
共同募金配分金収入 499,000 390,000 109,000

1,060,000 640,000 420,000
事業費支出 956,000 640,000 316,000

消耗器具備品費支出 361,000 148,000 213,000
保険料支出 4,000 1,000 3,000
賃借料支出 25,000 78,000 △ 53,000
諸謝金支出 106,000 96,000 10,000
旅費交通費支出 218,000 172,000 46,000
通信運搬費支出 36,000 22,000 14,000
広報費支出 26,000 26,000 0
手数料支出 179,000 97,000 82,000
租税公課支出 1,000 1,000

事務費支出 78,000 78,000
保守料支出 78,000 78,000

負担金支出 26,000 26,000
負担金支出 26,000 26,000

負担金支出 26,000 26,000
1,060,000 640,000 420,000

0 0 0

0 0 0

0 0 0
0 0 0

0 0 0

0 0 0
0 0 0

予備費支出(10) 0 0 0
当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12) 0 0 0
当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

ボランティア事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 第3回補正予算額(B) 増減(A)-(B)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)
事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)
施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)
その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)
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(単位:円)

寄附金収入 5,000 5,000
経常経費寄附金収入 5,000 5,000

貸付事業収入 60,000 108,000 △ 48,000
償還金収入 60,000 108,000 △ 48,000

65,000 108,000 △ 43,000
事業費支出 5,000 5,000

消耗器具備品費支出 2,000 2,000
通信運搬費支出 2,000 2,000
手数料支出 1,000 1,000

貸付事業支出 60,000 80,000 △ 20,000
貸付金支出 60,000 80,000 △ 20,000

65,000 80,000 △ 15,000
0 28,000 △ 28,000

0 0 0

0 0 0
0 0 0

0 0 0

0 0 0
0 0 0

予備費支出(10) 0 0 0
当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 28,000 △ 28,000

前期末支払資金残高(12) 0 0 0
当期末支払資金残高(11)+(12) 0 28,000 △ 28,000

福祉資金貸付事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 第3回補正予算額(B) 増減(A)-(B)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)
事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)
施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)
その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)
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(単位:円)

会費収入 14,000 10,000 4,000
会費収入 14,000 10,000 4,000

14,000 10,000 4,000
事業費支出 14,000 10,000 4,000

消耗器具備品費支出 12,000 10,000 2,000
通信運搬費支出 1,000 1,000
手数料支出 1,000 1,000

14,000 10,000 4,000
0 0 0

0 0 0

0 0 0
0 0 0

0 0 0

0 0 0
0 0 0

予備費支出(10) 0 0 0
当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12) 0 0 0
当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

心配ごと相談事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 第3回補正予算額(B) 増減(A)-(B)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)
事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)
施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)
その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

-23-



(単位:円)

会費収入 698,000 590,000 108,000
会費収入 698,000 590,000 108,000

配分金収入 1,217,000 1,347,000 △ 130,000
共同募金配分金収入 1,217,000 1,347,000 △ 130,000

1,915,000 1,937,000 △ 22,000
事業費支出 28,000 28,000

消耗器具備品費支出 3,000 3,000
旅費交通費支出 14,000 14,000
通信運搬費支出 7,000 7,000
手数料支出 4,000 4,000

助成金支出 1,887,000 1,937,000 △ 50,000
助成金支出 1,887,000 1,937,000 △ 50,000

助成金支出 1,887,000 1,937,000 △ 50,000
1,915,000 1,937,000 △ 22,000

0 0 0

0 0 0

0 0 0
0 0 0

0 0 0

0 0 0
0 0 0

予備費支出(10) 0 0 0
当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12) 0 0 0
当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

助成事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 第3回補正予算額(B) 増減(A)-(B)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)
事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)
施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)
その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)
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(単位:円)

経常経費補助金収入 2,715,000 △ 2,715,000
その他補助金収入 2,715,000 △ 2,715,000

受託金収入 163,000 163,000 0
都道府県社協受託金収入 163,000 163,000 0

163,000 2,878,000 △ 2,715,000
人件費支出 2,120,000 △ 2,120,000

契約職員給与支出 1,736,000 △ 1,736,000
契約職員手当支出 98,000 △ 98,000
法定福利費支出 286,000 △ 286,000

事業費支出 163,000 746,000 △ 583,000
消耗器具備品費支出 47,000 360,000 △ 313,000
賃借料支出 25,000 △ 25,000
諸謝金支出 106,000 △ 106,000
旅費交通費支出 106,000 98,000 8,000
通信運搬費支出 5,000 39,000 △ 34,000
広報費支出 107,000 △ 107,000
手数料支出 5,000 11,000 △ 6,000

事務費支出 12,000 △ 12,000
福利厚生費支出 12,000 △ 12,000

163,000 2,878,000 △ 2,715,000
0 0 0

0 0 0

0 0 0
0 0 0

0 0 0

0 0 0
0 0 0

予備費支出(10) 0 0 0
当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12) 0 0 0
当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

生活福祉資金貸付事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 第3回補正予算額(B) 増減(A)-(B)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)
事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)
施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)
その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)
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(単位:円)

会費収入 100,000 △ 100,000
会費収入 100,000 △ 100,000

受託金収入 30,000 15,000 15,000
都道府県社協受託金収入 30,000 15,000 15,000

30,000 115,000 △ 85,000
事業費支出 30,000 115,000 △ 85,000

消耗器具備品費支出 17,000 10,000 7,000
旅費交通費支出 44,000 △ 44,000
通信運搬費支出 6,000 3,000 3,000
広報費支出 56,000 △ 56,000
手数料支出 7,000 2,000 5,000

30,000 115,000 △ 85,000
0 0 0

0 0 0

0 0 0
0 0 0

0 0 0

0 0 0
0 0 0

予備費支出(10) 0 0 0
当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12) 0 0 0
当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

福祉サービス利用援助事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 第3回補正予算額(B) 増減(A)-(B)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)
事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)
施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)
その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)
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(単位:円)

成年後見事業収入 324,000 0 324,000
成年後見事業収入 324,000 0 324,000

324,000 0 324,000
事業費支出 324,000 330,000 △ 6,000

消耗器具備品費支出 30,000 0 30,000
保険料支出 26,000 26,000 0
旅費交通費支出 98,000 82,000 16,000
通信運搬費支出 5,000 2,000 3,000
広報費支出 56,000 △ 56,000
手数料支出 157,000 164,000 △ 7,000
租税公課支出 8,000 8,000

事務費支出 9,000 △ 9,000
租税公課支出 9,000 △ 9,000

324,000 339,000 △ 15,000
0 △ 339,000 339,000

0 0 0

0 0 0
0 0 0

サービス区分間繰入金収入 339,000 △ 339,000

0 339,000 △ 339,000

0 0 0
0 339,000 △ 339,000

予備費支出(10) 0 0 0
当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12) 0 0 0
当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

成年後見事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 第3回補正予算額(B) 増減(A)-(B)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)
事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)
施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)
その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)
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(単位:円)

会費収入 230,000 112,000 118,000
会費収入 230,000 112,000 118,000

配分金収入 85,000 165,000 △ 80,000
共同募金配分金収入 85,000 165,000 △ 80,000

315,000 277,000 38,000
事業費支出 315,000 277,000 38,000

消耗器具備品費支出 91,000 47,000 44,000
保険料支出 4,000 2,000 2,000
諸謝金支出 75,000 75,000 0
旅費交通費支出 118,000 153,000 △ 35,000
通信運搬費支出 11,000 0 11,000
手数料支出 16,000 0 16,000

315,000 277,000 38,000
0 0 0

0 0 0

0 0 0
0 0 0

0 0 0

0 0 0
0 0 0

予備費支出(10) 0 0 0
当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12) 0 0 0
当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

災害時地域支援事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 第3回補正予算額(B) 増減(A)-(B)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)
事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)
施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)
その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)
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(単位:円)

会費収入 126,000 △ 126,000
会費収入 126,000 △ 126,000

寄附金収入 246,000 246,000
経常経費寄附金収入 246,000 246,000

246,000 126,000 120,000
事業費支出 246,000 126,000 120,000

消耗器具備品費支出 30,000 26,000 4,000
旅費交通費支出 160,000 69,000 91,000
通信運搬費支出 6,000 4,000 2,000
手数料支出 50,000 27,000 23,000

246,000 126,000 120,000
0 0 0

0 0 0

0 0 0
0 0 0

0 0 0

0 0 0
0 0 0

予備費支出(10) 0 0 0
当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12) 0 0 0
当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

実践計画策定事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 第3回補正予算額(B) 増減(A)-(B)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)
事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)
施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)
その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)
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(単位:円)

経常経費補助金収入 8,113,000 9,773,000 △ 1,660,000
市区町村補助金収入 8,113,000 9,773,000 △ 1,660,000

受託金収入 1,050,000 1,100,000 △ 50,000
市区町村受託金収入 1,050,000 1,100,000 △ 50,000

事業収入 1,826,000 1,968,000 △ 142,000
利用料収入 1,826,000 1,968,000 △ 142,000

介護保険事業収入 22,889,000 24,493,000 △ 1,604,000
介護報酬収入 16,447,000 17,719,000 △ 1,272,000
介護予防報酬収入 6,442,000 6,774,000 △ 332,000

障害福祉サービス等事業収入 1,048,000 1,242,000 △ 194,000
居宅介護等収入 1,048,000 1,242,000 △ 194,000

その他の収入 27,000 △ 27,000
雑収入 27,000 △ 27,000

34,926,000 38,603,000 △ 3,677,000
人件費支出 34,666,000 36,734,000 △ 2,068,000

職員給料支出 8,875,000 7,536,000 1,339,000
職員手当支出 5,196,000 4,664,000 532,000
契約職員給与支出 14,968,000 15,944,000 △ 976,000
契約職員手当支出 2,008,000 2,775,000 △ 767,000
退職給与支出 2,373,000 △ 2,373,000
法定福利費支出 3,619,000 3,442,000 177,000

事業費支出 2,918,000 2,960,000 △ 42,000
被服費支出 273,000 430,000 △ 157,000
消耗器具備品費支出 508,000 352,000 156,000
保険料支出 285,000 401,000 △ 116,000
賃借料支出 260,000 238,000 22,000
車両費支出 738,000 682,000 56,000
旅費交通費支出 849,000 854,000 △ 5,000
通信運搬費支出 5,000 3,000 2,000

事務費支出 3,112,000 2,450,000 662,000
福利厚生費支出 426,000 365,000 61,000
研修研究費支出 590,000 162,000 428,000
事務消耗品費支出 96,000 92,000 4,000
印刷製本費支出 13,000 0 13,000
修繕費支出 50,000 50,000 0
通信運搬費支出 182,000 176,000 6,000
手数料支出 266,000 250,000 16,000
賃借料支出 1,134,000 1,088,000 46,000
租税公課支出 38,000 6,000 32,000
保守料支出 234,000 228,000 6,000
諸会費支出 33,000 32,000 1,000
図書費支出 50,000 1,000 49,000

負担金支出 94,000 79,000 15,000
負担金支出 94,000 79,000 15,000

負担金支出 94,000 79,000 15,000
40,790,000 42,223,000 △ 1,433,000

△ 5,864,000 △ 3,620,000 △ 2,244,000

0 0 0

0 0 0
0 0 0

事業区分間繰入金収入 7,098,000 4,742,000 2,356,000

7,098,000 4,742,000 2,356,000
その他の活動による支出 1,234,000 1,122,000 112,000

退職手当積立基金預け金支出 1,234,000 1,122,000 112,000

1,234,000 1,122,000 112,000
5,864,000 3,620,000 2,244,000

予備費支出(10) 0 0 0
当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12) 0 0 0
当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

介護運営事業拠点区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 第3回補正予算額(B) 増減(A)-(B)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)
事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)
施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)
その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)
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(単位:円)

経常経費補助金収入 3,258,000 425,000 3,681,000 749,000 8,113,000 8,113,000
市区町村補助金収入 3,258,000 425,000 3,681,000 749,000 8,113,000 8,113,000

受託金収入 1,050,000 1,050,000 1,050,000
市区町村受託金収入 1,050,000 1,050,000 1,050,000

事業収入 995,000 831,000 1,826,000 1,826,000
利用料収入 995,000 831,000 1,826,000 1,826,000

介護保険事業収入 8,960,000 7,487,000 6,442,000 22,889,000 22,889,000
介護報酬収入 8,960,000 7,487,000 16,447,000 16,447,000
介護予防報酬収入 6,442,000 6,442,000 6,442,000

障害福祉サービス等事業収入 1,048,000 1,048,000 1,048,000
居宅介護等収入 1,048,000 1,048,000 1,048,000

13,213,000 1,473,000 13,049,000 7,191,000 34,926,000 34,926,000
人件費支出 10,790,000 1,199,000 11,119,000 11,558,000 34,666,000 34,666,000

職員給料支出 2,817,000 6,058,000 8,875,000 8,875,000
職員手当支出 1,339,000 3,857,000 5,196,000 5,196,000
契約職員給与支出 8,342,000 927,000 5,699,000 14,968,000 14,968,000
契約職員手当支出 1,542,000 171,000 295,000 2,008,000 2,008,000
法定福利費支出 906,000 101,000 969,000 1,643,000 3,619,000 3,619,000

事業費支出 1,263,000 141,000 908,000 606,000 2,918,000 2,918,000
被服費支出 139,000 16,000 118,000 273,000 273,000
消耗器具備品費支出 101,000 11,000 372,000 24,000 508,000 508,000
保険料支出 100,000 11,000 76,000 98,000 285,000 285,000
賃借料支出 260,000 260,000 260,000
車両費支出 159,000 18,000 337,000 224,000 738,000 738,000
旅費交通費支出 764,000 85,000 849,000 849,000
通信運搬費支出 5,000 5,000 5,000

事務費支出 1,102,000 126,000 690,000 1,194,000 3,112,000 3,112,000
福利厚生費支出 188,000 21,000 166,000 51,000 426,000 426,000
研修研究費支出 241,000 27,000 54,000 268,000 590,000 590,000
事務消耗品費支出 22,000 3,000 14,000 57,000 96,000 96,000
印刷製本費支出 2,000 1,000 5,000 5,000 13,000 13,000
修繕費支出 50,000 50,000 50,000
通信運搬費支出 65,000 8,000 25,000 84,000 182,000 182,000
手数料支出 64,000 7,000 35,000 160,000 266,000 266,000
賃借料支出 408,000 46,000 302,000 378,000 1,134,000 1,134,000
租税公課支出 1,000 37,000 38,000 38,000
保守料支出 70,000 8,000 78,000 78,000 234,000 234,000
諸会費支出 24,000 3,000 6,000 33,000 33,000
図書費支出 18,000 2,000 10,000 20,000 50,000 50,000

負担金支出 58,000 7,000 5,000 24,000 94,000 94,000
負担金支出 58,000 7,000 5,000 24,000 94,000 94,000

負担金支出 58,000 7,000 5,000 24,000 94,000 94,000
13,213,000 1,473,000 12,722,000 13,382,000 40,790,000 40,790,000

0 0 327,000 △ 6,191,000 △ 5,864,000 △ 5,864,000

介護運営事業拠点区分　資金収支予算書内訳表(当初予算)
(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

勘定科目
訪問介護事業 居宅介護等事業 訪問入浴事業 介護支援事業

合計 内部取引消去 拠点区分合計
サービス区分

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)
事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出
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(単位:円)

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0

事業区分間繰入金収入 7,098,000 7,098,000 7,098,000

0 0 0 7,098,000 7,098,000 0 7,098,000
その他の活動による支出 327,000 907,000 1,234,000 1,234,000

退職手当積立基金預け金支出 327,000 907,000 1,234,000 1,234,000

0 0 327,000 907,000 1,234,000 0 1,234,000
0 0 △ 327,000 6,191,000 5,864,000 0 5,864,000

予備費支出(10) 0 0 0 0 0 0 0
当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0 0 0 0 0

前期末支払資金残高(12) 0 0 0 0 0 0 0
当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0 0 0 0 0

内部取引消去 拠点区分合計
訪問介護事業 居宅介護等事業 訪問入浴事業 介護支援事業

施設整備等支出計(5)

介護運営事業拠点区分　資金収支予算書内訳表(当初予算)
(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

勘定科目
サービス区分

合計

施設整備等収入計(4)

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)
その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

-32-



(単位:円)

経常経費補助金収入 3,258,000 3,898,000 △ 640,000
市区町村補助金収入 3,258,000 3,898,000 △ 640,000

事業収入 995,000 1,140,000 △ 145,000
利用料収入 995,000 1,140,000 △ 145,000

介護保険事業収入 8,960,000 10,266,000 △ 1,306,000
介護報酬収入 8,960,000 10,266,000 △ 1,306,000

その他の収入 27,000 △ 27,000
雑収入 27,000 △ 27,000

13,213,000 15,331,000 △ 2,118,000
人件費支出 10,790,000 13,117,000 △ 2,327,000

契約職員給与支出 8,342,000 9,532,000 △ 1,190,000
契約職員手当支出 1,542,000 2,359,000 △ 817,000
退職給与支出 130,000 △ 130,000
法定福利費支出 906,000 1,096,000 △ 190,000

事業費支出 1,263,000 1,244,000 19,000
被服費支出 139,000 175,000 △ 36,000
消耗器具備品費支出 101,000 81,000 20,000
保険料支出 100,000 178,000 △ 78,000
車両費支出 159,000 178,000 △ 19,000
旅費交通費支出 764,000 632,000 132,000

事務費支出 1,102,000 898,000 204,000
福利厚生費支出 188,000 154,000 34,000
研修研究費支出 241,000 103,000 138,000
事務消耗品費支出 22,000 16,000 6,000
印刷製本費支出 2,000 0 2,000
通信運搬費支出 65,000 72,000 △ 7,000
手数料支出 64,000 65,000 △ 1,000
賃借料支出 408,000 393,000 15,000
保守料支出 70,000 71,000 △ 1,000
諸会費支出 24,000 24,000 0
図書費支出 18,000 0 18,000

負担金支出 58,000 72,000 △ 14,000
負担金支出 58,000 72,000 △ 14,000

負担金支出 58,000 72,000 △ 14,000
13,213,000 15,331,000 △ 2,118,000

0 0 0

0 0 0

0 0 0
0 0 0

0 0 0

0 0 0
0 0 0

予備費支出(10) 0 0 0
当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12) 0 0 0
当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

訪問介護事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 第3回補正予算額(B) 増減(A)-(B)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)
事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)
施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)
その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)
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(単位:円)

経常経費補助金収入 425,000 470,000 △ 45,000
市区町村補助金収入 425,000 470,000 △ 45,000

障害福祉サービス等事業収入 1,048,000 1,242,000 △ 194,000
居宅介護等収入 1,048,000 1,242,000 △ 194,000

1,473,000 1,712,000 △ 239,000
人件費支出 1,199,000 1,206,000 △ 7,000

契約職員給与支出 927,000 911,000 16,000
契約職員手当支出 171,000 201,000 △ 30,000
法定福利費支出 101,000 94,000 7,000

事業費支出 141,000 410,000 △ 269,000
被服費支出 16,000 51,000 △ 35,000
消耗器具備品費支出 11,000 20,000 △ 9,000
保険料支出 11,000 52,000 △ 41,000
車両費支出 18,000 65,000 △ 47,000
旅費交通費支出 85,000 222,000 △ 137,000

事務費支出 126,000 94,000 32,000
福利厚生費支出 21,000 14,000 7,000
研修研究費支出 27,000 9,000 18,000
事務消耗品費支出 3,000 3,000 0
印刷製本費支出 1,000 1,000
通信運搬費支出 8,000 7,000 1,000
手数料支出 7,000 10,000 △ 3,000
賃借料支出 46,000 41,000 5,000
保守料支出 8,000 7,000 1,000
諸会費支出 3,000 2,000 1,000
図書費支出 2,000 1,000 1,000

負担金支出 7,000 2,000 5,000
負担金支出 7,000 2,000 5,000

負担金支出 7,000 2,000 5,000
1,473,000 1,712,000 △ 239,000

0 0 0

0 0 0

0 0 0
0 0 0

0 0 0

0 0 0
0 0 0

予備費支出(10) 0 0 0
当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12) 0 0 0
当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

居宅介護等事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 第3回補正予算額(B) 増減(A)-(B)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)
事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)
施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)
その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)
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(単位:円)

経常経費補助金収入 3,681,000 1,214,000 2,467,000
市区町村補助金収入 3,681,000 1,214,000 2,467,000

受託金収入 1,050,000 1,100,000 △ 50,000
市区町村受託金収入 1,050,000 1,100,000 △ 50,000

事業収入 831,000 828,000 3,000
利用料収入 831,000 828,000 3,000

介護保険事業収入 7,487,000 7,453,000 34,000
介護報酬収入 7,487,000 7,453,000 34,000

13,049,000 10,595,000 2,454,000
人件費支出 11,119,000 9,001,000 2,118,000

職員給料支出 2,817,000 1,555,000 1,262,000
職員手当支出 1,339,000 814,000 525,000
契約職員給与支出 5,699,000 5,501,000 198,000
契約職員手当支出 295,000 215,000 80,000
退職給与支出 80,000 △ 80,000
法定福利費支出 969,000 836,000 133,000

事業費支出 908,000 788,000 120,000
被服費支出 118,000 204,000 △ 86,000
消耗器具備品費支出 372,000 245,000 127,000
保険料支出 76,000 75,000 1,000
車両費支出 337,000 261,000 76,000
通信運搬費支出 5,000 3,000 2,000

事務費支出 690,000 580,000 110,000
福利厚生費支出 166,000 146,000 20,000
研修研究費支出 54,000 0 54,000
事務消耗品費支出 14,000 10,000 4,000
印刷製本費支出 5,000 0 5,000
通信運搬費支出 25,000 23,000 2,000
手数料支出 35,000 36,000 △ 1,000
賃借料支出 302,000 292,000 10,000
租税公課支出 1,000 1,000 0
保守料支出 78,000 72,000 6,000
図書費支出 10,000 0 10,000

負担金支出 5,000 0 5,000
負担金支出 5,000 0 5,000

負担金支出 5,000 0 5,000
12,722,000 10,369,000 2,353,000

327,000 226,000 101,000

0 0 0

0 0 0
0 0 0

0 0 0
その他の活動による支出 327,000 226,000 101,000

退職手当積立基金預け金支出 327,000 226,000 101,000

327,000 226,000 101,000
△ 327,000 △ 226,000 △ 101,000

予備費支出(10) 0 0 0
当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12) 0 0 0
当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

訪問入浴事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 第3回補正予算額(B) 増減(A)-(B)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)
事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)
施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)
その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)
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(単位:円)

経常経費補助金収入 749,000 4,191,000 △ 3,442,000
市区町村補助金収入 749,000 4,191,000 △ 3,442,000

介護保険事業収入 6,442,000 6,774,000 △ 332,000
介護予防報酬収入 6,442,000 6,774,000 △ 332,000

7,191,000 10,965,000 △ 3,774,000
人件費支出 11,558,000 13,410,000 △ 1,852,000

職員給料支出 6,058,000 5,981,000 77,000
職員手当支出 3,857,000 3,850,000 7,000
退職給与支出 2,163,000 △ 2,163,000
法定福利費支出 1,643,000 1,416,000 227,000

事業費支出 606,000 518,000 88,000
消耗器具備品費支出 24,000 6,000 18,000
保険料支出 98,000 96,000 2,000
賃借料支出 260,000 238,000 22,000
車両費支出 224,000 178,000 46,000

事務費支出 1,194,000 878,000 316,000
福利厚生費支出 51,000 51,000 0
研修研究費支出 268,000 50,000 218,000
事務消耗品費支出 57,000 63,000 △ 6,000
印刷製本費支出 5,000 0 5,000
修繕費支出 50,000 50,000 0
通信運搬費支出 84,000 74,000 10,000
手数料支出 160,000 139,000 21,000
賃借料支出 378,000 362,000 16,000
租税公課支出 37,000 5,000 32,000
保守料支出 78,000 78,000 0
諸会費支出 6,000 6,000 0
図書費支出 20,000 0 20,000

負担金支出 24,000 5,000 19,000
負担金支出 24,000 5,000 19,000

負担金支出 24,000 5,000 19,000
13,382,000 14,811,000 △ 1,429,000

△ 6,191,000 △ 3,846,000 △ 2,345,000

0 0 0

0 0 0
0 0 0

事業区分間繰入金収入 7,098,000 4,742,000 2,356,000

7,098,000 4,742,000 2,356,000
その他の活動による支出 907,000 896,000 11,000

退職手当積立基金預け金支出 907,000 896,000 11,000

907,000 896,000 11,000
6,191,000 3,846,000 2,345,000

予備費支出(10) 0 0 0
当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12) 0 0 0
当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

介護支援事業サービス区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 第3回補正予算額(B) 増減(A)-(B)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)
事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)
施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)
その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)
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(単位:円)

受託金収入 12,067,000 11,960,000 107,000
市区町村受託金収入 12,067,000 11,960,000 107,000

12,067,000 11,960,000 107,000
人件費支出 10,464,000 9,451,000 1,013,000

職員給料支出 2,715,000 2,648,000 67,000
職員手当支出 1,046,000 1,119,000 △ 73,000
契約職員給与支出 6,025,000 5,059,000 966,000
退職給与支出 70,000 △ 70,000
法定福利費支出 678,000 555,000 123,000

事業費支出 416,000 361,000 55,000
被服費支出 59,000 126,000 △ 67,000
日用品費支出 110,000 95,000 15,000
材料費支出 60,000 70,000 △ 10,000
消耗器具備品費支出 21,000 16,000 5,000
保険料支出 41,000 42,000 △ 1,000
車両費支出 14,000 12,000 2,000
通信運搬費支出 75,000 75,000
手数料支出 36,000 36,000

事務費支出 884,000 886,000 △ 2,000
福利厚生費支出 246,000 233,000 13,000
研修研究費支出 65,000 0 65,000
事務消耗品費支出 20,000 19,000 1,000
通信運搬費支出 69,000 △ 69,000
手数料支出 26,000 △ 26,000
租税公課支出 470,000 463,000 7,000
保守料支出 76,000 76,000 0
諸会費支出 7,000 0 7,000

負担金支出 3,000 0 3,000
負担金支出 3,000 0 3,000

負担金支出 3,000 0 3,000
11,767,000 10,698,000 1,069,000

300,000 1,262,000 △ 962,000

0 0 0

0 0 0
0 0 0

0 0 0
その他の活動による支出 300,000 380,000 △ 80,000

退職手当積立基金預け金支出 300,000 380,000 △ 80,000

300,000 380,000 △ 80,000
△ 300,000 △ 380,000 80,000

予備費支出(10) 0 0 0
当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 882,000 △ 882,000

前期末支払資金残高(12) 0 0 0
当期末支払資金残高(11)+(12) 0 882,000 △ 882,000

通所予防受託事業拠点区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 第3回補正予算額(B) 増減(A)-(B)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)
事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)
施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)
その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)
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(単位:円)

受託金収入 26,440,000 26,427,000 13,000
市区町村受託金収入 26,440,000 26,427,000 13,000

事業収入 1,650,000 1,650,000 0
利用料収入 1,650,000 1,650,000 0

受取利息配当金収入 1,000 1,000 0
その他の収入 47,000 47,000 0

雑収入 47,000 47,000 0
28,138,000 28,125,000 13,000

人件費支出 311,000 311,000 0
契約職員給与支出 297,000 297,000 0
法定福利費支出 14,000 14,000 0

事業費支出 26,831,000 26,890,000 △ 59,000
水道光熱費支出 7,607,000 7,607,000 0
消耗器具備品費支出 200,000 200,000 0
保険料支出 170,000 170,000 0
修繕費支出 240,000 240,000 0
業務委託費支出 18,523,000 18,582,000 △ 59,000
手数料支出 91,000 91,000 0

事務費支出 996,000 924,000 72,000
通信運搬費支出 150,000 150,000 0
手数料支出 43,000 43,000 0
租税公課支出 803,000 731,000 72,000

28,138,000 28,125,000 13,000
0 0 0

0 0 0

0 0 0
0 0 0

0 0 0

0 0 0
0 0 0

予備費支出(10) 0 0 0
当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 0 0 0

前期末支払資金残高(12) 0 0 0
当期末支払資金残高(11)+(12) 0 0 0

福祉センター受託事業拠点区分　資金収支予算書(当初予算)
(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

勘定科目 予算額(A) 第3回補正予算額(B) 増減(A)-(B)

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動収入計(1)

事業活動支出計(2)
事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等収入計(4)

施設整備等支出計(5)
施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

収
入

支
出

その他の活動収入計(7)

その他の活動支出計(8)
その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)
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